
鳥取県社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32年４月鳥取県規則第 22号。以下「規則」と

いう。）第４条の規定に基づき、鳥取県社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金（以下

「本補助金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、社会福祉施設等の職員が自主的に行うＰＣＲ検査等費用を支援することにより、

新型コロナウイルスの感染予防・感染拡大防止対策を推進することを目的とする。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」とい

う。）を行う同表の第２欄に掲げる事業の実施者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）

の額に、同表第４欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た額（同表第５欄に定める

額を限度とする。）以下とする。 

３ また、鳥取県産業振興条例（平成 23年 12月鳥取県条例第 68号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実

施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請及び実績報告の時期等） 

第４条 規則第５条第１項の交付申請は、別途、施設等を所管する担当課長が定める期日までに行わ

なければならない。なお、規則第５条第１項の申請書は様式第１号によるものとする。 

２ 規則第５条第２号及び規則第 17条第２項第２号に掲げる書類は、不要とする。 

 

（交付決定及び交付額確定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、規則第 18条第１項の規定による交付額の確定と併せて、原則として、

交付申請を受けた日から起算して、30日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知及び交付額確定通知は、様式第２号によるものとする。 

 

（実績報告の省略等） 

第６条 規則第 17条第１項の規定による報告は、本補助金の交付申請の提出をもって、報告があった

ものとみなす。 

 

（雑則） 

第７条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年１月 19 日から施行し、令和３年１月 14 日以降に実施したＰＣＲ検査等に係

るものから適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年８月 20日から施行し、令和３年度事業から適用する。 

 



別表（第３条関係） 

１ 補

助事業 

 

２ 実施主体 ３ 補助対象経費 

※１、２ 

４ 補

助率 

５ 補助限

度額 

ＰＣＲ

検査等

支援事

業 

次に掲げる県内に所在する社会福祉施設等

を運営する法人等 

１ 高齢者施設 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、

訪問リハビリテーション、居宅療養管理

指導、通所介護、通所リハビリテーショ

ン、短期入所生活介護・療養介護、特定

施設入居者生活介護、福祉用具貸与・販

売、居宅介護支援、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護療養型医療施

設、介護医療院、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地

域密着型通所介護、認知症対応型通所介

護、小規模多機能型居宅介護、認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護、地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護、看護小規模多機

能型居宅介護（上記に対応する予防給

付、総合事業があるサービスについては

それも含む）、有料老人ホーム、サービ

ス付き高齢者向け住宅、軽費老人ホー

ム、養護老人ホーム、生活支援ハウス 

２ 障がい者施設 

生活介護、療養介護、自立訓練（機能

訓練）、自立訓練(生活訓練)、就労移行

支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援

Ｂ型、就労定着支援、児童発達支援、医

療型児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、短期入所、障害者支援施設、共同生

活援助、福祉型障害児入所施設、医療型

障害児入所施設、居宅介護、重度訪問介

護、行動援護、同行援護、自立生活援助、

保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達

支援、計画相談支援、障害児相談支援、

地域移行支援、地域定着支援、地域生活

支援事業（ただし、障がい者等に対し直

接的にサービスを提供する事業に限る） 

３ 保育施設等 

 保育所、幼保連携型認定こども園、地

域型保育事業所、児童福祉法第 59条の２

に基づく届出を行っている認可外保育施

設、幼稚園 

４ 保護施設 

  救護施設 

左欄の社会福祉施

設等の職員が行う

ＰＣＲ検査等（任

意検査）に要する

経費のうち、当該

施設等が負担した

経費（消費税及び

地方消費税は除

く。） 

 

同居家族が緊急事

態宣言地域を往来

した等、職員個々

の事情に着目し

て、社会福祉施設

等が費用負担する

ＰＣＲ検査等が対

象であり、全職員

を対象とする一斉

検査、定期検査等

は対象外とする。 

１／２ 社会福祉施

設等の職員

１人・検査

１回当たり

１万円 

※１ 他の補助金で支援を受ける経費については、補助対象経費から除くものとする。 

※２ 補助対象経費に補助率を乗じて得た額に千円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。 



様式第１号（第４条関係） 

令和  年  月  日 

 

 

令和 年度鳥取県社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金交付申請書 

 

 

鳥取県知事 様 

（申請者） 

郵便番号                 

住所                   

氏名                   印 

（団体にあっては、名称及び代表者の職氏名） 

担当者名                 

電話番号                 

電子メール                

 

鳥取県社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金の交付を受けたいので、下

記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額及び実績額  円（内訳は別添のとおり） 

 

２ 他の補助金の活用の有無 

□ 同種の補助金の利用（予定含む）はない。 

□ 以下の補助金を申請（予定含む）しているが、対象経費の重複はない。 

□ 鳥取県新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金（介護分・障がい分） 

□ その他（補助金名   交付団体   ） 

 

３ 添付資料 

□ 様式（第４条関係） 所要（精算）額調書 

□ 補助対象経費にかかる領収書の写し 

□ 口座振込依頼書 



様式第２号（第５条関係） 

年   月   日 

              様 

 

鳥取県知事 氏  名 

（公印省略） 

 

令和 年度鳥取県社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金交付決定及び交付

額確定通知書 

 

年  月  日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県社会

福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金（以下「本補助金」という。）について

は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し、併せて規則

第１８条第１項の規定に基づき交付額を確定したので、規則第８条第１項及び規則第１

８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象事業 

  本補助金の対象事業の内容は、申請書に記載されているとおりとする。 

 

２  交付決定額 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。 

 （１）算定基準額     金          円 

 （２）交付決定額         金          円 

 

３ 交付額の確定 

  本補助金の確定額は、前記２の（２）の交付決定額のとおりとする。 

 

４ 補助規程の遵守 

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に

従わなければならない。 

 


